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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次

第91期

第３四半期

連結累計期間

第92期

第３四半期

連結累計期間

第91期

会計期間
自 平成26年４月１日

至 平成26年12月31日

自 平成27年４月１日

至 平成27年12月31日

自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日

売上高 (百万円) 33,068 29,048 43,390

経常利益 (百万円) 1,938 3,137 2,390

親会社株主に帰属する四半期(当期)純利益 (百万円) 1,228 2,078 1,461

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 1,466 2,053 1,798

純資産額 (百万円) 53,001 55,026 53,334

総資産額 (百万円) 60,215 62,145 60,285

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 40.96 69.27 48.71

潜在株式調整後１株当たり

四半期(当期)純利益金額
(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 87.6 88.1 88.1
 

 

回次
第91期第３四半期

連結会計期間

第92期第３四半期

連結会計期間

会計期間
自 平成26年10月１日

至 平成26年12月31日

自 平成27年10月１日

至 平成27年12月31日

１株当たり四半期純利益金額            (円) 12.82 34.23
 

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

    ２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

    ３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

    ４ 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累計期間より、「四半期

（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としております。
 

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

重要な変更はありません。なお、主要な関係会社の異動は、次のとおりであります。

 

（エンジニアリング事業）

MEITOKU ENGINEERING VIETNAM CO.,LTDを新規設立したため、第１四半期連結会計期間より連結の範囲に含めており

ます。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業

等のリスク」についての重要な変更はありません。

　

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当社は平成28年１月29日開催の取締役会において、新日鐵住金株式会社との戦略的提携の有効期間を目的達成に伴

い満了とすることを決議し、同日付で新日鐵住金株式会社と同提携の有効期間の満了について合意いたしました。

詳細につきましては、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表」の重要な後発事象を参照してください。

なお、本提携満了による当社連結業績に与える影響は軽微です。

　

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(１) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間のわが国経済は、全体として緩やかな回復基調で推移しましたが、中国をはじめとす

るアジア新興国等の経済減速や原油価格の下落、個人消費の停滞などが懸念され、先行き不透明な状況にありま

す。

当社グループの主力セグメントである鉄鋼関連事業におきましては、産業機械、建設機械向け需要及び建築向け

需要は、依然として力強さに欠ける状態で推移いたしました。

このような厳しい事業環境の中、更なるコスト削減、受注量の確保に取り組んでまいりました。また、その他事

業につきましてもそれぞれが精力的な営業活動を展開してまいりました。

その結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は290億４千８百万円と前年同期比40億１千９百万円の減

収、経常利益は31億３千７百万円と前年同期比11億９千９百万円の増益、親会社株主に帰属する四半期純利益は20

億７千８百万円と前年同期比８億４千９百万円の増益となりました。

　

セグメントの業績は次のとおりです。

(鉄鋼関連事業)

鉄鋼関連事業につきましては、依然として需要家の在庫調整の影響が残ること等から、主要製品である厚板の販売

数量が減少し、販売価格も下落しました。その結果、売上高は274億３千万円と前年同期比34億８千８百万円の減収

となりましたが、主原料である鉄スクラップ価格が前年同期を下回って推移したことにより、セグメント利益（営業

利益）は29億６千４百万円と前年同期比12億６千１百万円の増益となりました。
　
(レンタル事業)

レンタル事業につきましては、厨房工事の増加及び広告看板部門の受注増により、売上高は４億１千３百万円と前

年同期比４千３百万円の増収となり、セグメント利益（営業利益）は７千５百万円と前年同期比１千８百万円の増益

となりました。
　
(物流事業)

物流事業につきましては、倉庫取扱量が増加したことにより、売上高は２億５千１百万円と前年同期比７百万円の

増収となり、セグメント利益（営業利益）は４千６百万円と前年同期比０百万円の増益となりました。
　
(エンジニアリング事業)

エンジニアリング事業につきましては、大型案件が減少した影響により、売上高は９億５千３百万円と前年同期比

５億８千２百万円の減収となり、セグメント損失（営業損失）は５千５百万円（前年同四半期連結累計期間の、セグ

メント利益（営業利益）は４千万円）となりました。
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(２) 財政状態の分析

(資産の部)

流動資産は、319億１千５百万円で、前連結会計年度末より、23億７千９百万円の増加となりました。その主な要

因は、有価証券、原材料及び貯蔵品が減少したものの、現金及び預金、受取手形及び売掛金が増加したことによるも

のです。

固定資産は、302億２千９百万円で、前連結会計年度末より、５億１千９百万円の減少となりました。その主な要

因は、投資有価証券が増加したものの、有形固定資産において減価償却が進んだことによるものです。

(負債の部)

流動負債は、58億８千１百万円で、前連結会計年度末より、８千７百万円の増加となりました。その主な要因は、

未払金、未払消費税等が減少したものの、未払法人税等が増加したことによるものです。

固定負債は、12億３千６百万円で、前連結会計年度末より、７千９百万円の増加となりました。その主な要因は、

退職給付に係る負債が増加したことによるものです。

(純資産の部)

純資産は、550億２千６百万円で、前連結会計年度末より、16億９千２百万円の増加となりました。その主な要因

は、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上に伴い、利益剰余金が増加したことによるものです。

　

(３) 事業上及び財務上の対処すべき課題
　

当第３四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容の概要

（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。
　

株式会社の支配に関する基本方針について

① 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の内容の概要

当社取締役会は、上場会社として当社株式の自由な売買が認められている以上、当社取締役会の賛同を得ずに

行われる、いわゆる敵対的買収であっても、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであ

れば、これを一概に否定するものではありません。また、株式会社の支配権の移転を伴う買収提案に応じるかど

うかの判断も、最終的には株主の皆様の意思に基づき行われるべきものと考えております。

しかしながら、当社及び当社グループの経営にあたっては電炉厚板製造に係わる高い技術力と幅広いノウハ

ウ、豊富な経験、並びに顧客・取引先及び従業員等のステークホルダーとの間に長年にわたって築いてきた緊密

な関係等への十分な理解と配慮が不可欠であり、これらに関する十分な理解がなくては、将来実現することので

きる株主価値を適正に判断することはできないものと考えております。

当社としては、当社株式に対する大規模買付が行われようとした際に、株主の皆様に当該大規模買付に応じる

べきか否かを判断いただくために、買付を行おうとする者からの必要十分な情報の提供と、当社取締役会による

評価を行うべき期間が与えられるようにしたうえで、株主の皆様が熟慮に基づいた判断を行うことができるよう

な体制を確保するとともに、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なう大規模買付行為に

対しては、必要かつ相当の対抗措置を講ずることが当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益に資するも

のと考えております。

② 基本方針実現のための取組みの概要

１)当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の会社支配に関する基本方針の実現に資する特別な取

組み

当社は、国内唯一の電炉厚板専業メーカーとして、国内希少備蓄資源のひとつである鉄スクラップを主原料

に、長年にわたり培ってきた高度な操業技術で、一般的に高炉品種とされている厚板製造を、電炉操業により

可能にすることで、環境負荷の軽減、循環型社会の発展に貢献しています。また、短納期、小ロット、多品種

生産を可能とする電炉の特性を活かし、高炉を補完するかたちで市場における需要家ニーズに応え続けてお

り、当社のオリジナル製品である被削性改良鋼板やレーザー切断用鋼板は、市場においてその性能に高い評価

を受けております。さらに、営業面においては、受注生産体制に徹することで、受注した製品をタイムリーに

生産出荷することができ、需要家との間で堅い信頼関係が構築され、安定受注が維持されています。

また、当社経営と従業員との関係についても、「人を基本とする経営の実践」という経営理念に支えられた

極めて良好な関係にあり、企業価値形成の源泉になっております。
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２)基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組み

当社は、平成27年5月21日開催の取締役会において、買付を行おうとする者が具体的買付行為を行う前に経

るべき手続きを示した「当社株式の大規模買付行為への対応方針（買収防衛策）」の継続を決議し、同年6月

19日開催の第91回定時株主総会において、株主の皆様のご了承をいただきました。本対応方針は、当社取締役

会が代替案を含め買収提案を検討するために必要十分な情報と相当な期間を確保することにより、株主の皆様

が買収提案に関し、熟慮に基づいた判断を行えるようにすること、加えて、当社グループの企業価値ひいては

株主共同の利益を毀損することとなる悪質な株式等の大量買付を阻止することを目的としております。

本対応方針は、平成17年5月27日付の経済産業省・法務省の「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上の

ための買収防衛策に関する指針」の３つの原則に準拠し、かつ、平成20年6月30日付の企業価値研究会の「近

時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」を踏まえて設計されたものであります。

また、議決権割合が20%以上となる当社株式等の買付を行おうとする者の買収提案が当社の設定する大規模

買付ルールに定める要件(必要かつ十分な情報の提供及び評価期間の経過)を満たすときは、取締役会が仮に大

規模買付行為に反対であったとしても、反対意見の表明、代替案の提示等を行う可能性は排除しないものの、

原則として対抗措置は講じません。大規模買付行為の提案に応じるか否かは株主の皆様が、ご判断いただくこ

ととなります。対抗措置のひとつとしての新株予約権の無償割当ては、イ）当該大規模買付行為が当社グルー

プの企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと認められる類型に該当する場合、及びロ）大規模買付

者が大規模買付ルールを遵守しない場合に限られます。

さらに、本対応方針を適正に運用し、取締役会による恣意的判断を防止するため、当社取締役会から独立し

た機関として社外監査役・社外有識者から構成される独立委員会を設置しており、取締役会は大規模買付者に

よる大規模買付ルールの遵守の有無、対抗措置を発動することの適否等について必ず同委員会に諮問し、その

勧告を最大限尊重することとしております。

なお、本対応方針の有効期間は、第91回定時株主総会後３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関

する定時株主総会終結の時までであります。ただし、有効期間の満了前であっても、株主総会または取締役会

により本対応方針を廃止する旨の決議が行われた場合には、本対応方針はその時点で廃止されるものとしてお

ります。

当社は、本対応方針を、平成27年５月21日付「当社株式の大規模買付行為への対応方針（買収防衛策）の継

続について」として公表しております。

　

③ 具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

上記② １）に記載した取組みは、当社グループの企業価値・株主共同の利益を確保・向上させるための方策

であり、当社の基本方針に沿うものです。

また、上記② ２）に記載した対応方針は、大規模買付行為を受け入れるか否かが最終的には株主の皆様の判

断に委ねられるべきことを大原則としつつ、株主の皆様の共同の利益を守るために大規模買付者に大規模買付

ルールを遵守することを求め、一定の場合には、必要に応じて株主の皆様にご承認いただくことのある対抗措置

の発動を行おうとするものです。本対応方針は当社取締役会が対抗措置を発動する場合を詳細に開示しており、

当社取締役会による対抗措置の発動は本対応方針の規定に従って行われます。当社取締役会は単独で本対応方針

の発効・延長を行うことはできず、その発効及び延長は株主の皆様のご承認を必要とします。また、大規模買付

行為に関して当社取締役会が対抗措置をとる場合など、本対応方針に係る重要な判断に際しては、当社の業務執

行を行う経営陣から独立している委員で構成される独立委員会に諮問し、同委員会の勧告を最大限尊重するもの

とされています。同委員会は当社の費用において必要に応じて外部専門家等の助言を得ることができます。さら

に、本対応方針の継続については株主の皆様のご承認をいただくこととなっており、その内容において、公正

性・客観性が担保される工夫がなされている点において、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益に資

するものであり、また、当社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

　

(４) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における研究開発費の総額は47百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 99,600,000

計 99,600,000
 

 

② 【発行済株式】

種類

第３四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成27年12月31日)

提出日現在発行数(株)

(平成28年２月12日)

上場金融商品取引所名又は

登録認可金融商品取引業協会名
内容

普通株式 31,200,000 31,200,000
名古屋証券取引所

(市場第一部)
単元株式数は100株であります。

計 31,200,000 31,200,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式

総数増減数(株)

発行済株式

総数残高(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金増減額

(百万円)

資本準備金残高

(百万円)

平成27年12月31日 ― 31,200,000 ― 5,907 ― 4,668
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載することができ

ませんので、直前の基準日である平成27年９月30日の株主名簿より記載しております。

① 【発行済株式】

平成27年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

― ―
普通株式 1,201,200

完全議決権株式(その他) 普通株式 29,997,000 299,970 ―

単元未満株式 普通株式 1,800 ― ―

発行済株式総数 31,200,000 ― ―

総株主の議決権 ― 299,970 ―
 

（注）単元未満株式には当社所有の自己株式24株が含まれております。
 

 

② 【自己株式等】

平成27年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義

所有株式数(株)

他人名義

所有株式数(株)

所有株式数

の合計(株)

発行済株式総数

に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)

中部鋼鈑株式会社
名古屋市中川区小碓通五丁目１番地 1,201,200 ─ 1,201,200 3.85

計 ― 1,201,200 ─ 1,201,200 3.85
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成27年10月１日から平成

27年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 6,380 12,692

  受取手形及び売掛金 10,958 ※1  13,302

  有価証券 6,502 1,001

  商品及び製品 2,124 2,105

  仕掛品 869 812

  原材料及び貯蔵品 2,393 1,787

  繰延税金資産 194 133

  その他 112 80

  貸倒引当金 △0 △0

  流動資産合計 29,535 31,915

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 8,116 7,836

   機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 15,991 14,892

   土地 1,933 1,976

   建設仮勘定 44 25

   その他（純額） 5 3

   有形固定資産合計 26,091 24,734

  無形固定資産 124 103

  投資その他の資産   

   投資有価証券 3,927 4,634

   長期貸付金 3 3

   退職給付に係る資産 6 －

   繰延税金資産 244 341

   その他 364 417

   貸倒引当金 △13 △4

   投資その他の資産合計 4,534 5,392

  固定資産合計 30,749 30,229

 資産合計 60,285 62,145
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 3,583 ※1  3,744

  未払金 597 385

  未払法人税等 456 854

  未払消費税等 551 345

  賞与引当金 382 199

  役員賞与引当金 4 3

  その他 217 347

  流動負債合計 5,794 5,881

 固定負債   

  役員退職慰労引当金 17 19

  退職給付に係る負債 1,022 1,098

  その他 116 119

  固定負債合計 1,157 1,236

 負債合計 6,951 7,118

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 5,907 5,907

  資本剰余金 4,728 4,728

  利益剰余金 42,451 44,169

  自己株式 △497 △497

  株主資本合計 52,588 54,306

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 771 697

  為替換算調整勘定 － 1

  退職給付に係る調整累計額 △278 △243

  その他の包括利益累計額合計 492 456

 非支配株主持分 252 263

 純資産合計 53,334 55,026

負債純資産合計 60,285 62,145
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

売上高 33,068 29,048

売上原価 28,059 22,885

売上総利益 5,008 6,163

販売費及び一般管理費   

 運賃諸掛 1,605 1,474

 役員報酬及び給料手当 751 776

 賞与引当金繰入額 65 66

 退職給付費用 59 67

 その他 646 703

 販売費及び一般管理費合計 3,128 3,089

営業利益 1,879 3,073

営業外収益   

 受取利息 27 30

 受取配当金 47 60

 受取賃貸料 45 44

 雑収入 19 11

 営業外収益合計 140 147

営業外費用   

 支払利息 5 5

 固定資産処分損 56 62

 雑損失 20 15

 営業外費用合計 82 83

経常利益 1,938 3,137

特別利益   

 会員権売却益 0 －

 会員権償還益 － 4

 投資有価証券売却益 － 0

 特別利益合計 0 5

特別損失   

 会員権売却損 0 －

 会員権償還損 － 0

 特別損失合計 0 0

税金等調整前四半期純利益 1,937 3,141

法人税等 698 1,051

四半期純利益 1,239 2,090

非支配株主に帰属する四半期純利益 10 12

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,228 2,078
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

四半期純利益 1,239 2,090

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 193 △73

 為替換算調整勘定 － 1

 退職給付に係る調整額 33 34

 その他の包括利益合計 226 △36

四半期包括利益 1,466 2,053

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 1,455 2,041

 非支配株主に係る四半期包括利益 10 12
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

MEITOKU ENGINEERING VIETNAM CO.,LTDを新規設立したため、第１四半期連結会計期間より連結の範囲に含めてお

ります。

 

(会計方針の変更等)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

(会計方針の変更)

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平

成25年９月13日）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分か

ら非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計

期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。
 

 
(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)

当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

受取手形 ―百万円 274百万円

支払手形 ― 74
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 
　　　　　　前第３四半期連結累計期間

　　　　　　　(自 平成26年４月１日

　　　　　　　至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間

(自 平成27年４月１日

至 平成27年12月31日)

減価償却費         1,979百万円  1,947百万円
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月20日

定時株主総会
普通株式 119 4 平成26年３月31日 平成26年６月23日 利益剰余金

平成26年11月５日

取締役会
普通株式 119 4 平成26年９月30日 平成26年12月１日 利益剰余金

 

 

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

   該当事項はありません。
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当第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月19日

定時株主総会
普通株式 179 6 平成27年３月31日 平成27年６月22日 利益剰余金

平成27年11月５日

取締役会
普通株式 179 6 平成27年９月30日 平成27年12月１日 利益剰余金

 

 

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

   該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

 Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
 

(単位:百万円)

 報告セグメント
合計

 鉄鋼関連事業 レンタル事業 物流事業 エンジニアリング事業

      

 売上高      

  (1)外部顧客に対する売上高 30,919 369 243 1,535 33,068

  (2)セグメント間の内部売上高又は振替高 24 7 1,677 475 2,185

計 30,944 376 1,920 2,011 35,253

 セグメント利益 1,702 57 45 40 1,845
 

 
２ 報告セグメントごとの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内
容(差異調整に関する情報)

 

(単位:百万円)

利益 金額

報告セグメント計 1,845

セグメント間取引消去 50

全社費用（注） △16

四半期連結損益計算書の営業利益 1,879
 

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

 
 

 
 Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
 

(単位:百万円)

 報告セグメント
合計

 鉄鋼関連事業 レンタル事業 物流事業 エンジニアリング事業

      

 売上高      

  (1)外部顧客に対する売上高 27,430 413 251 953 29,048

  (2)セグメント間の内部売上高又は振替高 24 5 1,548 450 2,029

計 27,454 418 1,800 1,404 31,077

 セグメント利益又はセグメント損失(△) 2,964 75 46 △55 3,030
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２ 報告セグメントごとの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内
容(差異調整に関する情報)

 

(単位:百万円)

利益 金額

報告セグメント計 3,030

セグメント間取引消去 63

全社費用（注） △20

四半期連結損益計算書の営業利益 3,073
 

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目

前第３四半期連結累計期間

(自 平成26年４月１日

至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間

(自 平成27年４月１日

至 平成27年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 40円96銭 69円27銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 1,228 2,078

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する

 四半期純利益金額(百万円)
1,228 2,078

普通株式の期中平均株式数(株) 29,998,826 29,998,776
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
 

 

 

(重要な後発事象)

（戦略的提携の満了）

当社は平成28年１月29日開催の取締役会において、新日鐵住金株式会社との戦略的提携の有効期間を目的達成に伴

い満了とすることを決議し、同日付で新日鐵住金株式会社と同提携の有効期間の満了について合意いたしました。

　

（１）戦略的提携満了の理由

当社と新日鐵住金株式会社は、平成19年１月30日付で公表いたしました「新日本製鐵㈱（現新日鐵住金株式会社）

と中部鋼鈑㈱の戦略的提携について」のとおり、双方の競争力強化のため戦略的提携を実施していくことに合意し、

また、同年２月、当社は新日本製鐵㈱（現新日鐵住金株式会社）に対し、第三者割当による新株式発行及び自己株式

の処分を行っております。両社は、同提携に基づき①両社の生産設備の相互有効活用、②生産、設備修繕、原料調

達、製品物流面でのコストダウン推進のための相互協力、③当社の圧延ライン基盤整備に対する新日本製鐵㈱（現新

日鐵住金株式会社）によるエンジニアリング協力を目的として、諸施策の検討・実施を行ってまいりましたが、同提

携の当初の目的を達成しましたことから、戦略的提携の有効期間を満了とすることといたしました。

　

（２）戦略的提携の有効期間満了の内容

①有効期間満了とする戦略的提携の内容

上記「（１）戦略的提携満了の理由」のとおり、戦略的提携の有効期間を平成28年１月29日付で満了とすること

といたしました。

②新日鐵住金株式会社が保有している当社株式の取扱い

新日鐵住金株式会社は当社普通株式1,565,000株（発行済株式総数に対する割合5.01％）を保有しておりました

が、当社は、戦略的提携を締結した際に同社が保有した当社普通株式1,415,000株を自己株式で買い受けました。

そのうち第三者割当による新株式の発行により同社に割り当てた株数である1,000,000株については消却する予定

です。なお、その詳細は以下の「（自己株式の取得及び消却）」を参照してください。
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（自己株式の取得及び消却）

当社は、平成28年１月29日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法

第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議するとともに、会社法第178条の規程に基づき、自己

株式を消却することを決議いたしました。

　

（１）取得及び消却の理由

新日鐵住金株式会社との戦略的提携の有効期間を満了するにあたり、同提携を締結した際に同社が保有した当社株

式について自己株式で買い受けるとともに、資本効率の向上及び株主還元の充実を図り、また、経営環境の変化に応

じた機動的な資本政策を遂行するため、自己株式の取得及び自己株式の消却を行うことといたしました。

　

（２）取得の内容

①取得対象株式の種類 　　　当社普通株式

②取得した株式の総数      1,426,100株

（自己株式を除く発行済株式総数に対する割合4.75%）

③取得価額の総額　        761百万円

④取得日                  平成28年２月２日

⑤取得方法                名古屋証券取引所の自己株式立会外買付取引

（N-NET3）による買付け

　

（３）消却に係る事項の内容

①消却する株式の種類      当社普通株式

②消却する株式の数     　 1,000,000株

（消却前の発行済株式総数（自己株式を含む）に対する割合3.20％）

③消却予定日              平成28年３月17日

　

２ 【その他】

第92期(平成27年４月１日から平成28年３月31日まで)中間配当について、平成27年11月５日開催の取締役会におい

て、平成27年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額                                      179百万円

② １株当たりの金額                             　  ６円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日  　　　　平成27年12月１日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年２月12日

中部鋼鈑株式会社

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   井   上   嗣   平   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   時 々 輪    彰 久  印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている中部鋼鈑株式会

社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平

成27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、中部鋼鈑株式会社及び連結子会社の平成27年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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